
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年４月 

福 井 市 

 

 

令和４年度 部局マネジメント方針 

輝く「ふくい新時代」への飛躍 



 

市民の皆様へ 

 

部局マネジメント方針は、市長と各部局長が政策協議を行い、部局の基

本方針、組織目標及び行動目標をまとめ、進捗管理を行うことを目的とし

て、毎年度実施しているものです。 

今年度から、第八次福井市総合計画がスタートしました。 

計画期間中の令和６年春には、いよいよ北陸新幹線福井開業を迎えるな

ど、本市が未来に向かって大きく飛躍するための、非常に重要な時期とな

ります。 

開業に向け、これまで進めてきた準備の総仕上げを行うとともに、開業

後の新たな人の流れを見据えた観光誘客や二次交通の充実、福井の産品の

販路拡大、また、福井と多様な形でつながりを持つ関係人口の創出・拡大

など、開業効果を最大化するための取組を、着実に進めていかねばなりま

せん。 

本年度の部局マネジメント方針では、これらの事業にしっかりと取り組

むことで、これまで市民の皆様とともに築き上げてきた、豊かなまち、住

みよいまちとしての全国的な評価を、一層高めてまいります。 

本市のすべてが輝き、みんなが豊かさを実感できるまちづくりのため、

全力で取り組んでまいります。 

 

 

 

 

 

 

  

市 長  東村 新一 

副市長  西行 茂 
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本文中に記載されている記号には、次の意味があります 

○新   ・・・・本年度のマネジメント方針から新たに設定した行動目標 

 
ＤＸ・・・・ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進に関する行動目標 
 
ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ・・ゼロカーボンシティの実現に関する行動目標 



都市戦略部 マネジメント方針 
 

都市戦略部では市長との政策協議のもと、次のとおり基本方針・組織目標・行動目標を

定めました。この方針に基づき目標の達成に向け着実に取り組みます。 

 

 

令和４年４月１日 

 

都市戦略部長 

桑 原 雄 二 

 

 

 

【基本方針】 

 

子どもから高齢者まで、全ての市民が安全・安心で豊かな生活を送ることができるよ

う、市民と行政が手を携え、民間の活力を活かしながら、誰もが住み続けたい、住んでみ

たいと思える「みんなが輝く全国に誇れるふくい」の実現に向け、積極的に取り組みます。 

まず、2年後に迫った北陸新幹線福井開業を見据え、福井駅周辺において、福井市観光

交流センターや市街地再開発などを確実に進めます。また、福井県、福井商工会議所と組

織する県都にぎわい創生協議会での議論を踏まえ、官民連携した県都の玄関口にふさわ

しい魅力と賑わいのあるまちづくりを進めます。 

次に、本格的な人口減少・少子高齢社会が進展するなか、福井市都市計画マスタープラ

ン（平成 22年～令和 12年）に基づき、市街地や農山漁村部など地域の特色を活かし、土

地利用の適正化などを図り、持続可能なまちづくりを進めます。 

また、並行在来線会社の設立など、本市の交通環境は大きく変わろうとしており、第 2

次福井市都市交通戦略（令和 3 年度～12 年度）に基づき、地域をつなぐ「全域交通ネッ

トワーク」づくりを進めます。 

さらに、高齢者をはじめ誰もが安全で安心な暮らしをおくることができるよう、第 11

次福井市交通安全計画（令和 3年度～7年度）に基づき、交通安全対策を進めます。 

最後に、国のデジタル社会の実現に向けた方針を見据え、福井市ＤＸ推進計画（令和 4

年度～8年度）に基づき、みんなが豊かで快適に暮らすまちづくりを進めます。 
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【組織目標】 

 

Ⅰ．北陸新幹線福井開業に向けて、福井駅周辺での取組を確実に進め、県都の玄関口にふ

さわしい魅力と賑わいのあるまちづくりを進めます 

Ⅱ．福井市都市計画マスタープラン（平成 22 年～令和 12 年）に基づき、適正な土地利用

の誘導と快適な生活環境の維持に努め、持続可能なまちづくりを進めます 

Ⅲ．第 2次福井市都市交通戦略（令和 3年度～12年度）に基づき、地域をつなぐ「全域交

通ネットワーク」の構築を進めます 

Ⅳ．第 11次福井市交通安全計画（令和 3年度～7年度）に基づき、交通安全対策を進めま

す 

Ⅴ．福井市ＤＸ推進計画（令和 4年度～8年度）に基づき、デジタル技術等を活用し、市民

の利便性の向上や業務の効率化のための各種施策を進めます 
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【行動目標】 

組織目標Ⅰ 北陸新幹線福井開業に向けて、福井駅周辺での取組を確実に進め、県都の玄関口

にふさわしい魅力と賑わいのあるまちづくりを進めます 

  

行動目標 SDGs指標 

１ 民間主体のまちづくりの推進 

    福井駅周辺を魅力と賑わいある市街地へ再整備するため、民間が主体とな

った再開発事業への支援を行い、商業、文化、医療、居住等の複合的な都市

機能の充実を図ります。 

複数の再開発事業を確実に進めるため、工事スケジュールの調整など事業

者間の連携強化を図り、地元の理解と機運醸成に努めます。 

  また、県、市、商工会議所で組織する県都にぎわい創生協議会（※）での

議論を踏まえ、更なる民間が主体となるまちづくりを進めます。 

 

 

 

 

 

※ 県都にぎわい創生協議会 

  福井駅周辺において持続的な賑わいを創生し、その賑わいを県下一円に波及させる

ことを目的に県、市、商工会議所により令和２年７月に設置された。エリアマネジメ

ント部会、新幹線開業準備部会の２つの部会において議論を進めている。 

 

 

 

 

 

 

福井駅前電車通り北地区Ａ街区 

市街地再開発事業 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

２  中心市街地の賑わい創出 

賑わいと交流の拠点であるハピリンを中心とした様々なイベントを開催

し、周辺施設や関連団体と連携して、中心市街地全体で歩行者の回遊性を高

めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 ※1 ハピリン入込客数 

ハピリン内全施設への入込客数の合計 

※2 ハピリン来場者数 

福福館、セーレンプラネット、ハピテラス及びハピリンホールの来場者数の合計 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

民間主体によるまちづくりへの支援件数    ：3件 

再開発事業等連絡調整会議の開催       ：2回以上 

県都にぎわい創生協議会 グランドデザイン策定：8月 

○総 6 ハピリン入込客数（※1）：187万人（3年度）→270万人（4年度） 

  ハピリン来場者数（※2）： 28万人（3年度）→ 48万人（4年度） 

○総 5 まちなか歩行者・自転車通行量（中央 1丁目）：27,803人（3年度） 

→36,000人（4年度） 

ハピリンと近隣商業施設との連携イベントの開催：4件 

（※３） 
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行動目標 SDGs指標 

３ 新たなまちの魅力と回遊性の向上 

福井城址周辺の道路整備を継続して行い、福井城址から養浩館へ快適に歩

ける道路空間を形成することにより回遊性を高めます。 

北陸新幹線福井開業に向けて、来街者が気持ちよく利用していただけるよ

う高架下トイレの改修を行うことや、多言語化に対応し、多様な方にわかり

やすい案内のため公共サインを改修します。 

また、中核市として、ふくい嶺北連携中枢都市圏の各市町の魅力ある自

然、歴史、文化などの地域資源のＰＲや体験イベントを開催します。 

いつでも誰でも気軽に利用できるよう、ＩＣＴを活用したシェアサイクル

システム（※1）の整備を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

※1 ＩＣＴを活用したシェアサイクルシステム 

 スマホアプリを基本とした、キャッシュレス決済、予約、非接触型の貸出・返却

システム 

※2 中心拠点 

連携中枢都市圏の高次の都市機能の集積・強化を図る福井駅周辺エリア 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

４ 北陸新幹線の建設促進 

令和 6年春に北陸新幹線が確実に開業できるよう、国、県との連絡を密に

し、連携して取り組みます。 

  福井開業 1年前の機会にあわせ、イベント等を通して、機運醸成を図りま

す。 

福井市観光交流センターについては、福井駅舎と一体的な施設となるた

め、関係者と協議しながら計画的に整備を進めるとともに、令和 5年 10月に

着実に供用開始できるよう、施設の指定管理者を選定します。 

また、敦賀・大阪間については、早期全線開業を実現するため、県及び関

係機関と連携し、建設を促進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

福井城址周辺道路整備の推進 ： Ｌ＝70m 

高架下トイレの改修 

公共サインの改修 

 中心拠点（※2）の賑わい創出イベント実施 ： 8月 

ＩＣＴを活用したシェアサイクルシステムの整備 

 

 

○総 1 北陸新幹線建設促進協議会等の開催数：5回 

   機運醸成のイベント等の回数    ：3回 

  福井市観光交流センター建築工事完成：1月 

    福井市観光交流センターの指定管理者の選定    ：9月           
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組織目標Ⅱ 福井市都市計画マスタープラン（平成 22年～令和 12年）に基づき、適正な土地

利用の誘導と快適な生活環境の維持に努め、持続可能なまちづくりを進めます 

 

行動目標 SDGs指標 

５ 適正な土地利用の推進 

福井市都市計画マスタープランに掲げる将来都市像の実現に向けて、越前

東郷駅周辺の土地区画整理事業等により、新たに整備された地形地物等と用

途地域等の区域界との不整合を解消するため、用途地域等を変更します。 

北陸新幹線福井開業を控える中、県都の玄関口にふさわしいまちづくりを

実現するため、都市機能誘導区域（※）において、民間の活動や投資を促進

し、広域的な機能を有する施設の誘導が図られるよう、土地利用規制の見直

し等を検討します。 

地域の特性を活かしたきめ細やかなまちづくりを推進し、都市計画制度の

理解・活用を図るため、自治会・関係団体等との意見交換を行います。 

 

 

 

 

※ 都市機能誘導区域 

医療、福祉、商業等の機能を誘導、集約し、各種サービスの効率的な提供を図る

区域。まちなか地区（県及び市の社会経済活動の中心的役割を果たしてきた地区）

及び田原町駅周辺（半径５００ｍ）を一体的に指定。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

６ 街路整備の推進 

  まちの骨格となる幹線道路について、計画的に整備を進めます。 

志比口開発線は、隣接する環状東線の混雑緩和と福井森田道路からの新た

な交通流入に対応するため、今年度供用を開始します。 

 

 

 

 

※ 都市計画道路の整備率（整備済延長累計／都市計画決定延長） 

    令和３年度実績 196,750m/233,680m≒84.2％ 

    令和４年度目標 (196,750m+1,810m)/233,680m≒85.0％ 

  

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

７ 県都にふさわしい良好な景観形成 

県都にふさわしい美しい街並みをつくるため、民間が行う良好な景観に配

慮した建築物等の更新やまちの魅力向上に資する事業に支援します。 

また、福井らしい景観をつくり・育てるために、ふくい嶺北連携中枢都市

圏の各市町と連携した広域的な景観の形成を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

東郷駅東部土地区画整理事業等に伴う用途地域等の変更 

自治会・関係団体等との意見交換会の開催：3回 

都市計画道路整備率（※）：84.2％（3年度）→85.0％（4年度） 

志比口開発線の供用開始：8月 

景観まちづくり事業による支援：5件 

 広域景観形成のＰＲ動画作成 
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組織目標Ⅲ 第 2次福井市都市交通戦略（令和 3年度～12年度）に基づき、地域をつなぐ「全

域交通ネットワーク」の構築を進めます 

  

行動目標 SDGs指標 

８ 並行在来線開業準備 

並行在来線準備会社への第 2次出資を行うとともに、新駅設置候補地の絞

り込みや既存駅へのアクセス向上、モデルチェンジ（※）を進めるための整

備方針を検討するなど、前年度策定した「経営計画」に基づき、開業準備を

本格化させます。 

 

 

 

 

 

※ 既存駅のモデルチェンジ 

  使いやすく、楽しく、特徴ある駅へと改善を図るとともに、駅舎内の空きスペース

の利活用などにより「地元から親しまれる駅」「行ってみたくなる駅」へとモデルチ

ェンジする（令和 3 年 10月策定福井県並行在来線経営計画）。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

９ 二次交通の充実と利用促進 

公共交通相互のモビリティネットワークを充実し、「行きたいところにスム

ーズに行ける」交通環境を構築するため、地域鉄道及びバス路線が安定運行

を継続するための支援を行うとともに、利便性向上に取り組みます。 

また、公共交通について「知ってもらい、乗ってもらう」ための情報発信

や、中心市街地の店舗と連携した運賃割引などに取り組み、公共交通の利用

促進を図ります。 

 

 

 

 

 

※ 公共交通機関 

えちぜん鉄道、福井鉄道、路線バス（地域バス、コミュニティバスを含む）を対象

とする。 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

○総 2 公共交通機関（※）の乗車人数 

  ：743万人（３年度見込）→ 830万人（4年度）  

  

並行在来線準備会社の本格会社移行：7月 

新駅（森田駅・福井駅間）候補地の選定 

利用促進策の方針検討 
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行動目標 SDGs指標 

１０ ＩＣＴを活用した交通利便性の向上 ＤＸ 

市民や観光客が公共交通を選択しやすくなる環境づくりのため、ＭａａＳ

システム（※1）の導入やキャッシュレス決済の普及促進など、ＩＣＴを活用

した利便性の向上に取り組みます。 

 ＭａａＳシステムについては、令和 5年度末の本格導入に向けて、ふくい

嶺北連携中枢都市圏の各市町、交通事業者、民間事業者等と「ふくいＭａａ

Ｓ協議会」を立ち上げ、デジタルチケットの導入などの実証実験に取り組み

ます。 

 

 

 

 

 

 

 ※1 ＭａａＳシステム 

  Mobility as a Service の略。目的地までの移動について、複数の交通機関の中か

ら各個人に最適な経路や移動手段を組み合わせ、一括に提供するサービスのこと。 

 ※2 公共交通のキャッシュレス決済比率 

  えちぜん鉄道、福井鉄道の運輸収入におけるキャッシュレス決済額の割合。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

１１  自転車の利用促進と利便性の向上 ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ 

新幹線開業に向け、通勤・通学や観光での移動手段として自転車の利用を

促すため、ＪＲ福井駅高架下及びＪＲ越美北線一乗谷駅の自転車駐車場の改

修等を行い、利用環境の改善を図ります。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

  ふくいＭａａＳ協議会の設立：5月 

○総 3 公共交通のキャッシュレス決済比率（※2） 

：18.3％（3年度）→ 20.0％（4年度） 

 

サイクルアンドライドの推進  

鉄道駅自転車駐車場の改修等：2カ所 

 

更新した自転車ラック（ＪＲ福井駅高架下の自転車駐車場） 
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行動目標 SDGs指標 

１２  ○新地域拠点の機能充実と地域内移動手段の確保 

地域住民の身近な生活空間の中心である地域拠点において、公共交通機関

の待合環境の向上や案内サインの充実など、機能充実を図ります。 

また、地域バスやコミュニティバスなど、地域拠点に結節するフィーダー

交通（※1）について、フルデマンドタクシー（※2）の本格運行や福祉車両

の活用、運行ルートの調整など、地域特性に応じた移動手段の確保に努めま

す。 

 

 

 

 

 

※1 フィーダー交通 

 フィーダーとは「枝」という意味で、交通分野では「幹線」に対する「支線」を指

す。本市では、中心市街地と地域拠点（日常生活に必要なサービス等が集積した地域

の生活拠点）を結ぶ移動手段である「公共交通幹線軸」に対し、地域拠点とその周辺

地域を結ぶ地域内交通を「フィーダー交通」としている。 

 

※2 フルデマンドタクシー 

  路線バスの維持が困難な地域の公共交通として、定員 10 名以下のタクシー車両を

活用し、時刻表によらず、利用者の予約に応じて運行するもの。 

 

○総 4 フィーダー交通の乗車人数 

：12.5万人（3年度）→15.0万人（4年度） 
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組織目標Ⅳ 第 11 次福井市交通安全計画（令和 3 年度～7 年度）に基づき、交通安全対策を

進めます 

 

行動目標 SDGs指標 

１３ 高齢者と子どもの事故防止 

交通事故による「死者数・重傷者数」（※１）を減らし、交通事故の少な 

い安全で安心なまちをつくります。 

高齢者や子どもを対象に、楽しくわかりやすい交通安全教育を行います。 

特に近年は、高齢者の交通事故が多いことから、外出時の反射材着用や改

正道路交通法に伴う安全運転サポートカー限定の免許制度（※２）等の周

知・啓発に努めます。 

また、自転車の事故を防止するため、自転車通学の中学生を対象に正しい

交通ルールの周知とマナーの啓発を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

１４ 車に頼り過ぎない社会づくり ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ 

高齢者の運転による事故を防止するため、自身の運転能力を測るためのセ

ルフチェックを呼びかけ、運転に自信のない方への免許の自主返納を促しま

す。 

また、まちなかでの移動が便利で快適に回遊できるよう、まちなかレンタ

サイクル「ふくチャリ」（※）の利用促進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

※ ふくチャリ 

市民や観光客等の来街者に対してレンタサイクルを提供することで、まちなか

における利便性と回遊性を高めるため、ホテルや観光・公共施設等とともに「レ

ンタサイクル運営協議会」（以下「協議会」）を設立している。 

協議会では、電動アシスト自転車を配備し、自転車の再配置や点検、電話応対

などを行っている。 

〇貸出場所数 14 カ所 

〇台数    35 台 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

○総 39 交通事故死者数 ：12人（3年）→ 7人以下（4年） 

○総 40 交通事故重傷者数：59人（3年）→40人以下（4年） 

中学生を対象とした自転車ルール・マナーの啓発活動：2校 

高齢者運転免許証自主返納者数 （年次） 

： 792人（3年） →  830人（4年） 

ふくチャリの利用回数 

： 5,051回（3年度）→ 6,300回（4年度）  

 

 

幼児を対象にした交通安全教室の様子 

※１ 死者数・重傷者数 

令和 7 年までに達成すべき基本目標値（第 11 次福井市交通安全計画） 

   ・死者数 7 人以下   ・重傷者数 40 人以下 

※２ 安全運転サポートカー限定の免許制度（令和 4 年５月 13 日施行） 

   衝突被害を軽減する自動ブレーキや、ペダルの踏み間違いによる急加速

を防ぐ装置など、安全運転支援機能を備えた車に限定して運転が可能な

免許制度 
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組織目標Ⅴ 福井市ＤＸ推進計画（令和 4年度～8年度）に基づき、デジタル技術等を活用し、

市民の利便性の向上や業務の効率化のための各種施策を進めます 

 

行動目標 SDGs指標 

１５ デジタル化による市民サービスの向上 ＤＸ 

ＡＩチャットボットの運用や、行政手続のオンライン化を推進し、市民サ

ービスの向上を図るとともに業務の効率化に取り組みます。 

 

   

 

 
 
 
 
 

１６ ○新情報システムの標準化・共通化や新技術の業務への活用 ＤＸ 

令和 7年度末までに 20の基幹系業務システムを国の基準に適合した標準準

拠システムに円滑に移行するため、今年度は、標準仕様との比較分析や移行

計画の作成などに取り組みます。 

また、ＡＩ（※1）議事録作成支援システムのトライアルを実施するほか、

ＲＰＡ（※2）の導入業務を拡大し、業務の効率化に取り組みます。 

 

 

 

※1 ＡＩとは、Artificial Intelligence の略称。 

人工的にコンピューター上などで人間と同様の知能を実現させようという試

み、あるいはそのための一連の基礎技術。 

※2 ＲＰＡとは、Robotic Process Automation の略称。 

人間が行う定型的なパソコン操作をソフトウェアのロボットが代替して自動

化するもの。 

※3 進捗率 

完了済作業項目／17 作業項目×100 

（作業項目：国が作成した「自治体情報システムの標準化・共通化に係る手

順書」内で示された項目） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１７ ＤＸ推進のためのデジタル人材を育成する研修の実施 ＤＸ 

ＤＸを推進するため、全庁的な機運の醸成とともにデジタル人材の育成に

向けて、職員の役割に応じた研修の実施に取り組みます。 

 

  

 

 

 
 
 
 

ＡＩチャットボット年間利用件数：144,576件（3年度）→210,000件（4年度） 

オンライン化申請手続数    ：  38手続（3年度）→  58手続（4年度） 

標準準拠システムへの移行に関する進捗率（※3） 

：  11.7％（3年度） →29.4％（4年度） 

ＲＰＡの導入による業務削減時間：1,318時間（3年度）→2,100時間（4年度） 

デジタル人材育成のための研修回数：14回（3年度）→21回（4年度） 

10



総務部 マネジメント方針 
 

総務部では市長との政策協議のもと、次のとおり基本方針・組織目標・行動目標を定め

ました。この方針に基づき目標の達成に向け着実に取り組みます。 

 

 

令和４年４月１日  

 

                 総務部長  

                       齊 藤 正 直 

 

【基本方針】 

 

北陸新幹線福井開業やアフターコロナへの対応など、本市を取り巻く環境が大きく変化

していく中、様々な行政課題に対し、的確に対応できる人材の育成に取り組むとともに、

更なる行財政改革を推進し、未来につなげる持続可能な行政運営を進めます。 

また、令和 6年春の北陸新幹線福井開業に向けて、首都圏等へのプロモーション活動を

強化し、本市の認知度向上やイメージアップを図り、新幹線開業効果を最大限に高めてい

きます。 

さらに、地域を活性化し経済を持続可能なものとしていくため、連携中枢都市圏ビジョ

ンに掲げる取組を推進し、圏域全体での持続的な発展を目指します。 

加えて、関係人口の創出・拡大や人材還流の促進のほか、地域の特色を活かした住民主

体のまちづくり及び女性が活躍できる社会を推進し、誰もが尊重され、持続可能で活気あ

ふれるまちを目指します。 
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【組織目標】 

 

Ⅰ．「質の高い行政経営」の実現に向け、行財政改革を推進するとともに、社会の変化に対

応した行政サービスの見直しに取り組みます 

Ⅱ．強靱な地域づくりの推進に向け、「福井市国土強靱化地域計画」を改訂します 

Ⅲ．人口減少・少子高齢化社会にあっても活力ある社会経済を維持するため、連携中枢都

市圏ビジョンに掲げる取組を進めます 

Ⅳ．地域の自主性を発揮し活性化を図るため、地方分権の推進に取り組みます 

Ⅴ．一人ひとりの人権が尊重される地域社会の実現に向け、各種啓発事業を実施します 

Ⅵ．市民に分かりやすい情報発信を行うとともに、「ふくい」の魅力を積極的に発信します 

Ⅶ．東京事務所を拠点に、市政に関する情報収集、首都圏での本市の観光や食、住みよさ等

の情報発信による観光誘客やＵ・Ｉターン等を積極的に推進します 

＜未来づくり推進局担当＞ 

Ⅷ．（Ⅰ）人口減少に立ち向かうため、福井への新しい人の流れの創出・拡大に取り組みま

す 

Ⅸ．（Ⅱ）地域の特色を活かした住民主体のまちづくり活動を支援し、活力ある地域社会づ

くりを進めます 

Ⅹ．（Ⅲ）北陸新幹線福井開業に向けて、「ふくい」の認知度向上やイメージアップ      

に取り組みます 

Ⅺ．（Ⅳ）女性が輝きいきいきと暮らせる社会の実現及び若者の結婚への意識向上に向けた

取組を進めます 
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【行動目標】 

 

組織目標Ⅰ 「質の高い行政経営」の実現に向け、行財政改革を推進するとともに、社会の変

化に対応した行政サービスの見直しに取り組みます 

取り組みます 

 

 

行動目標 SDGs 指標 

１ 行財政改革の更なる推進 

行財政改革の更なる推進のため、「福井市行財政改革指針（令和 4～8年

度）」に掲げる取組の適切な進行管理を行います。 

 

 

 

 

 

 ※ 全 36 の取組のうち、目標を達成した取組の割合 

（目標達成の評価指標である「快晴」又は「晴れ」とした取組数／全取組数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請書作成支援システム   

 

                          ＡＩチャットボット 

  

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

「福井市行財政改革指針（令和 4～8年度）」に掲げた取組の達成度（※）  

： 90％以上 
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行動目標 SDGs 指標 

２ 職員の人材育成 

時代の変化に対応できるよう、効果的に政策立案を進めるため、政策形成

スキルの向上を図ります。また、行政のデジタル化を着実に進めるため、研

修専門機関への派遣を強化します。 

職員が受講しやすくなるようオンライン形式での研修にも積極的に取り組

みます。 

 

 

 

 

 

 

※ 数か月に亘り複数回の講義、演習等（成果報告会を含む）を実施 

 

 

 

 

 

 

 

政策課題研修成果報告会の様子   報告書（イメージ１）   報告書（イメージ２） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 職員数の適正化に向けた取組 

今後の行政需要やＤＸの推進を踏まえた効率的な組織・職員体制、定年延

長制度を考慮した計画的な職員採用等によって、職員数の適正化を図り、福

井市財政計画(令和 4～8年度)を着実に実行します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連携中枢都市圏市町の職員合同による政策課題研修（※）の開催 

デジタル化に関する研修・研修機関への派遣回数 

：1回（3年度）→ 5回（4年度） 

福井市定員適正化計画(平成 30～令和 4年度)による 

令和 5年 4月 1日時点の職員数： 2,268人 

（平成 30年 4月 1日時点の職員数 ： 2,372人） 
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行動目標 SDGs 指標 

４ ○新文書決裁の電子化の推進 ＤＸ 

文書事務の電子決裁の推進、押印省略の推進、電子化された文書の保存基

準を見直すこと等により、文書事務の電子化、効率化及びペーパーレス化を

促し、行政事務の更なる効率化を図ります。 

 

 

 

 

  ※ 公文書の電子決裁比率 

   （電子決裁及び電子供覧の件数／文書管理システムを利用した決裁及び供覧 

の件数） 

   ただし、電子決裁が不適なもの（大量、大判などにより添付資料のデータ化が難

しいもの、決裁権者にシステム利用ができない者があるもの等）を除く。 

 

 

            文書管理システムによる電子決裁事務 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

公文書の電子決裁比率(※) ： 5.8％（3年度）→ 12.0％（4年度） 
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組織目標Ⅱ  強靱な地域づくりの推進に向け、「福井市国土強靱化地域計画」を改訂します 

 

 

行動目標 SDGs 指標 

５ ○新福井市国土強靱化地域計画の改訂 

いかなる災害が起こっても機能不全に陥らない、強靱な地域づくりを推進

するため、福井市国土強靱化地域計画を改訂します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                トンネルの点検 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  水道管の布設 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 福井市国土強靱化地域計画の改訂  
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組織目標Ⅲ 人口減少・少子高齢化社会にあっても活力ある社会経済を維持するため、連携中

枢都市圏ビジョンに掲げる取組を進めます 

 

行動目標 SDGs 指標 

６ 連携中枢都市圏の推進 

連携中枢都市圏ビジョン（※）に掲げる取組を推進するため、有識者で構

成する連携中枢都市圏ビジョン懇談会の意見等を踏まえながら適切な進捗管

理を行うとともに、圏域の更なる発展につなげるため、ビジョンの改訂を行

います。 

また、第 2期連携中枢都市圏ビジョン（令和 6年度～）策定に向け、素案

を取りまとめます。 

 

 

 

 

 

 ※ 連携中枢都市圏ビジョン 

    連携中枢都市圏の中長期的な将来像や具体的取組、成果指標などを定めるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     連携中枢都市圏ビジョン懇談会の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                各市町と連携した取組例（越前ふくいマルシェ） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

取組の進捗を踏まえたふくい嶺北連携中枢都市圏ビジョンの改訂 

第 2期連携中枢都市圏ビジョン素案の策定  
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組織目標Ⅳ 地域の自主性を発揮し活性化を図るため、地方分権の推進に取り組みます 

 

 

行動目標 SDGs 指標 

７ 地方分権の推進 

個性を活かし自立したまちづくりを進めるため、権限移譲や規制緩和につ

いて国に提案を行う提案募集制度を活用し、積極的に地方分権の推進を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       提案実現までの流れ（内閣府ＨＰより 本市提案の事例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  国の提案募集検討専門部会の様子 

       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

提案募集方式による提案 ： 4件 
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組織目標Ⅴ 一人ひとりの人権が尊重される地域社会の実現に向け、各種啓発事業を実施し

ます  

  

行動目標 SDGs 指標 

８ 人権尊重意識の啓発 

一人ひとりの多様性や、人権が尊重され、誰もが活躍できる地域社会の実

現に向け、広報紙やホームページによる啓発に加え、人権擁護委員による相

談、関係所属や国、県、人権擁護委員等と連携したイベント等の実施によ

り、人権尊重意識の涵養や知識の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

     人権の花運動              多様な性に関する講座 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     人権図書コーナー 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

○総 19 「人権教育・啓発推進計画」に基づき実施した本市主催事業の実施件数  

: 16件（3年度）→ 20件（4年度） 

19



 

 

組織目標Ⅵ 市民に分かりやすい情報発信を行うとともに、「ふくい」の魅力を積極的に発信

します 

      ○○○○に取り組みます 

 

 

行動目標 SDGs 指標 

９ 分かりやすい伝わる情報の発信 

広報紙・テレビ・ラジオ・ホームページ・ＳＮＳなどの多様な広報媒体を

複合的に活用し、市政の主要施策や地域・市民活動に関する情報、「ふくい」

の魅力をより広く効果的に発信していきます。 

広報課職員のみならず、全職員の「広報力」を向上させることで、市民ニ

ーズに即した的確で分かりやすい情報発信に努めるとともに、報道機関への

情報提供にも積極的に取り組みます。 

また、北陸新幹線福井開業を見据え、市民を巻き込んだ効果的な情報発信

に取り組むなど、「ふくい」の魅力を市内外に向けて広く発信していきます。 

 

 

 

 

※1 クロスメディア 

一つの情報を複数の広報媒体を使って発信することで、媒体間の相乗効果を 

高め、相互に補完し合いながら、広く情報を提供する手段 

(広報紙、テレビ、ラジオ、ホームページ、各種ＳＮＳ、報道機関への情報提 

供 等) 

 

※2 件数について 

令和 3 年度までは「広報ふくい」（ＱＲコード掲載したもの）、ホームページ、

ＳＮＳ等間の連動件数としていた（3 年度実績 531 件）。しかし、4 年度からは、

「広報ふくい」、報道機関への情報提供（報道されたものに限る）、ホームペー

ジ、ＳＮＳ等間の連動件数に変更したため、大幅に増加している。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

クロスメディアのイメージ 

クロスメディア（※1）件数（広報媒体間の連動件数）：  

531件（3年度）→ 1,800件（4年度）(※2) 
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組織目標Ⅶ 東京事務所を拠点に、市政に関する情報収集、首都圏での本市の観光や食、住み

よさ等の情報発信による観光誘客やＵ・Ｉターン等を積極的に推進します 

に取り組みます 

 

 

行動目標 SDGs 指標 

１０ ふくいの魅力を首都圏へ発信 

北陸新幹線福井開業に向け、首都圏における本市のシティプロモーション

活動の拠点として、県及び担当部署や関係団体との連携を強化し、観光誘客

に強力に取り組みます。 

また、企業誘致、地場産品の販路拡大やふるさと納税を推進し、本市の認

知度向上及びイメージアップに取り組みます。 

併せて、「福井市応援隊(※1)」の会員を対象にしたイベントの開催や、Ｓ

ＮＳ、メールマガジンでの情報提供を通して会員に首都圏でのＰＲ役を担っ

ていただき、本市の関係人口の増加につなげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

※1 福井市応援隊 

首都圏を中心に、本市にゆかりや関心のある人で構成された組織 

 

※2 全国メディア発信 

日本全国に配信する新聞、テレビ、ラジオ、雑誌、インターネット等の情報媒体

に、東京事務所が関わり報道された福井の無料掲載記事 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

「福井市応援隊」会員数   ： 823人（3年度）→ 900人（4年度） 

全国メディア発信(※2)回数 ： 20回（3年度）→ 25回（4年度） 

シティプロモーション関連イベントの実施 

： 22回（3年度）→ 30回（4年度） 

 

日本たばこ産業本社社食での物産展 福井市応援隊ミーティング 
（私が起業したワケ～これからの働き方～） 
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組織目標Ⅷ（Ⅰ） 人口減少に立ち向かうため、福井への新しい人の流れの創出・拡大に取り

組みます 

取り組みます 

 

 

行動目標 SDGs 指標 

１１  人口の対流創出と人材還流の促進 

都市部の人材等が様々な形で本市と関係性を築き、深められる機会を作っ

ていくことで、人口の対流を生み出し、将来的な移住定住にもつながる関係

人口の創出・拡大を図ります。 

また、全国トップクラスを誇る本市の住みよさや充実した子育て・教育環

境などの魅力のＰＲを強化するとともに、東京圏をはじめ全国からの移住を

促進するための移住支援金や、若年女性、子育て世帯等への就職・移住にか

かる支援など、人材還流に繋がる取組を推進し、ＵＩターン者の増加を目指

します。 

 

 

※1 関係人口創出事業に関わる市外の人の数 

福井とつながる対流拡大事業、二地域活動・二地域居住等促進事業などの関係

人口創出に向けた各事業への参加または支援制度の活用を契機として、地域づ

くりや地域経済の発展などに地域とともに取り組む市外の人の数 

・福井とつながる対流拡大事業：都市部の人材が地元の企業や若手人材とと

もに、新事業創造に向けた学びや実践活動に取り組むことで、都市部と本

市との間を継続的に行き来する関係人口の創出・拡大を図る。 

・二地域活動・二地域居住等促進事業：本市を離れていても持続的に本市と

の関わりを深めていく機会を創出し、居住地と本市での二地域活動・居住

を促進する。 

※2 本市へのＵＩターン者数 

ふるさと福井移住定住促進機構（福井Ｕターンセンター）での相談など、市や

県の支援制度等を活用して本市にＵＩターンした人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係人口創出事業の様子         移住相談の様子 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

○総 15  関係人口創出事業に関わる市外の人の数（※1） 

                       ：33人（3年度）→ 40人(4年度) 

○総 16 本市へのＵＩターン者数（※2）  

：452人（3年度）→ 460人（4年度） 
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行動目標 SDGs 指標 

１２  ふるさと納税の推進 

ふるさと納税制度の本来の趣旨を踏まえ、返礼品の充実を図るなど、本市

の魅力的な地場産品を全国に情報発信し、継続的に応援していただける人は

もちろん、新たな寄附者を獲得することで、本市のファンの増加を目指しま

す。また、東京事務所等と連携して県外イベントでのＰＲを行い、ふるさと

納税の更なる普及拡大を図ります。併せて、本市ゆかりの企業に企業版ふる

さと納税制度を周知し、寄附に繋げていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふるさと納税パンフレット          返礼品の例 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 ふるさと納税寄附者数  

： 12,058人（3年度）→ 14,000人（4年度） 

ふるさと納税寄附額 

： 3億 7,520万円（3年度）→ 4億 5,000万円（4年度） 
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組織目標Ⅸ（Ⅱ） 地域の特色を活かした住民主体のまちづくり活動を支援し、活力ある地域 

社会づくりを進めます 

  

行動目標 SDGs 指標 

１３ 地区ビジョンの実現につながるまちづくり活動の推進 

各地区のまちづくり組織が、自ら地域の未来を考え、その実現に向けて取

り組むまちづくり活動を支援するとともに、配置した地域担当職員が活動の

サポートを行うなど、地域と市の協働によって課題解決や活性化を進めてい

くことで「持続可能で活気あふれるまち」を目指します。 

さらに、地区の「地域未来づくりビジョン」策定に向けた取組を支援する

とともに、ふるさと納税を活用したクラウドファンディング（ガバメントク

ラウドファンディング）を通じた資金調達を支援することで、まちづくり活

動を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 策定された地区ビジョン    地区ビジョン検討ワークショップの様子 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 地域未来づくりビジョン策定地区数： 

29地区（3年度）→ 33地区（4年度） 
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行動目標 SDGs 指標 

１４ 持続可能な地域コミュニティ機能の保持、活性化 

災害時の助け合い、子どもの見守りなどの防犯活動、地域の環境美化活動な

ど、安全・安心で住みよいまちづくりの主体である自治会の機能保持や活性化

を図るため、未加入世帯に向けた加入啓発を自治会連合会と協働で取り組むと

ともに、負担軽減、合併（グループ化）の推進などに取り組んでいきます。 

また、中山間地域には、地域集落支援員や特定集落支援員を配置し、コミュ

ニティの状況把握を行い、機能保持や活性化の支援により、集落の存続に努め

ます。 

 

 

 

 

※全世帯数：105,638世帯 

 

 

自治会に加入しましょう！ 

「支え合う 自治会加入が 第一歩」 

令和 3年度自治会標語最優秀作品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  自治会加入啓発ポスター 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

○総 18 自治会加入世帯数：78,312世帯（3年度）（※）→ 78,400世帯（4年度） 
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組織目標Ⅹ（Ⅲ） 北陸新幹線福井開業に向けて、「ふくい」の認知度向上やイメージアップ 

         に取り組みます 

      ○○○○に取り組みます 

 

 

行動目標 SDGs 指標 

１５ 首都圏等に向けての戦略的な情報発信の推進 

北陸新幹線福井開業に向け、首都圏等へ積極的に情報発信を行うことで、

本市の認知度向上やイメージアップを図り、誘客や交流の促進につなげま

す。 

プロモーションの旗印であるイメージロゴ「福いいネ！」を活用して、市

民や民間等と一体となって、あらゆる機会を通じて福井の魅力を発信してい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 羽田空港での北陸新幹線ＰＲイベントの様子 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

１６  市民等の機運醸成の促進 

北陸新幹線福井開業を広く周知し市内全体での機運醸成を図るため、市民

参加型の各種イベントなど様々な機会をとらえて積極的なＰＲに努めます。 

市民をはじめ関係団体が一体となって、来訪者を温かくお迎えする「おも

てなしプレーヤー」の育成や支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開業２年前イベント「福いいネ！北陸新幹線ウェルカムフェスタ」の様子 

 
 
 
 
 
 
 
 

○総 52 福井駅の年間乗降者人員：550万人（3年度見込）→ 754万人（4年度） 

 インスタグラムでの「＃福いいネ」投稿件数（累計数）： 

26,911件（3年度）→ 50,000件（4年度） 

  プロモーション特命係長「福いいネ！くん」の首都圏イベント等への 

参加件数 ：           3件（3年度）→ 8件（4年度） 

  

プロモーション特命係長「福いいネ！くん」の市内イベント等への参加件数： 

 21件（3年度）→ 32件（4年度） 

おもてなしプレーヤー育成事業参加者数： 125人（3年度）→ 150人（4年度）  
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組織目標Ⅺ（Ⅳ） 女性が輝きいきいきと暮らせる社会の実現及び若者の結婚への意識向上に

向けた取組を進めます 

 

行動目標 SDGs 指標 

１７ 女性が輝きいきいきと暮らせる社会の実現 

女性がいきいきと活躍できる社会の実現のため、企業向けには、WEB診断シ

ステム「Fukurea（フクリエ）」（※1）の活用により、ワーク・ライフ・バラ

ンスを推進するとともに、あらゆる分野でリーダー的役割を果たし、活躍で

きる機会の拡大を目指します。 

さらには、家庭における男性の家事・育児への参画を促し、女性の負担軽

減を図るとともに、市民の男女共同参画意識の向上に努め、地域活動への女

性の参画を促していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

※1 女性活躍やワーク・ライフ・バランスなど、企業が自社の強み弱みを可視化で

きる本市独自の WEB 診断システム 

※2 市の審議会・委員会等委員に占める女性の割合 

（市の審議会・委員会等委員の女性委員数／総委員数） 

令和 3 年度実績： 744 人／2,220 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭生活充実支援講座の様子 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

○総 20 女性活躍などの取組が可視化できる WEB診断システム「Fukurea」の 

導入企業数（累計） ： 67社（3年度）→ 100社（4年度） 

○総 21 市の審議会・委員会等委員に占める女性の割合（※2）： 

           33.5％（3年度）→ 40.0％（4年度） 
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行動目標 SDGs 指標 

１８ 若者の結婚への意識向上 

 若者の未婚化・晩婚化に歯止めをかけるため、誠実に結婚を希望する男女を

対象に、様々な結婚支援を実施していきます。 

ふくい婚活サポートセンター「ふく恋」（※1）と連携し、身だしなみやコ

ミュニケーション等の学びと出会いの場を提供する「婚活スクール」を開校

します。 

また、本年度新たに、福井での結婚生活や子育てすることの楽しさ・魅力

を発信し、若者が結婚に前向きなイメージが持てる意識を醸成します。 

これらの取組を通じ、男女の結婚意識を高め、出会いから交際、結婚に至る

まで一貫した支援を行うことで、より多くの若者の結婚が叶えられるよう後

押しします。 

 

 

 

 

 

 ※1 マッチングシステムを活用した出会いの場の提供や結婚に関する情報発信など

県と全市町で構成する公的な結婚支援センター 

※2 結婚意識が明確になり、さらに結婚への意欲が高まった割合 

（参加者アンケートで結婚意識・意欲が高まったと回答した人数／回答者数） 

    令和 3 年度実績：195 人／212 人≒92.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

オンライン婚活イベントの様子 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

   結婚意識が明確になり、さらに結婚への意欲が高まった割合（※2） 

： 90.0％以上 
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財政部 マネジメント方針 
 

財政部では市長との政策協議のもと、次のとおり基本方針・組織目標・行動目標を定め

ました。この方針に基づき目標の達成に向け着実に取り組みます。 

  

                                

令和４年４月１日  

         

財政部長 

田 口 春 彦 

 

【基本方針】 

 

本市の財政状況は、市民生活に必要な公共施設の整備に係る経費が今後数年は高い水準

で推移するとともに、社会保障関係の経費も増加する傾向にあります。さらに、北陸新幹

線福井開業関連の経費が増大する見込みであるため、計画的な財政運営が必要になりま

す。 

このような中、この度策定した福井市財政計画（令和 4～8年度）に基づき、引き続き、

収支均衡した財政構造を継続していきます。 

特にアフターコロナに向けた動きを見据え、デジタルトランスフォーメーション、いわ

ゆるＤＸやゼロカーボンシティの実現に向けた取組を進めながら、市有施設や財産の利

活用、安定的な市税収入の確保等を図り、健全で持続可能な財政運営を目指します。 

 

【組織目標】 

 

Ⅰ．福井市財政計画を確実に実行し、持続可能な財政運営に取り組みます 

Ⅱ．施設マネジメント計画に基づき、公共施設の計画的な整備・維持管理及びＰＰＰ/ＰＦ

Ｉ推進に努めるとともに、財産の利活用を進めます 

Ⅲ．入札契約における透明性・公正性の向上及び効率的な行政運営を行うため、入札契約

制度の改善に取り組みます  

Ⅳ．市税等収納率の維持・向上に向けた取組を推進します 
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【行動目標】 

  

組織目標Ⅰ 福井市財政計画を確実に実行し、持続可能な財政運営に取り組みます 

 

行動目標 SDGs指標 

１ 健全で持続可能な財政運営の推進 

福井市財政計画（令和 4～8年度）に掲げた 6つの取組を着実に実行するこ

とで、健全で持続可能な財政運営の実現を目指します。 

そのため、基金繰入に頼らない収支均衡した予算編成を継続し、計画的に

予算を執行することで、決算剰余金の一部を財政調整基金に積み立てます。 

また、福井市行政改革推進委員会 財政健全化専門部会を開催して計画の

推進について検証し、併せて経過及び進捗状況の市民への周知に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

※市債残高は、臨時財政対策債を除く。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

基金繰入に頼らない予算編成：当初予算における財政調整基金及び減債基金 

              の取り崩し額ゼロ 

財政調整基金の積立（令和 4年度末残高）：33億円以上 

（令和 8年度末残高目標 50億円以上） 

市債残高（※）（令和 4年度末）：894億円以下（財政計画 令和 4年度末推計） 
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組織目標Ⅱ 施設マネジメント計画に基づき、公共施設の計画的な整備・維持管理及びＰＰＰ

/ＰＦＩ推進に努めるとともに、財産の利活用を進めます 

  

行動目標 SDGs指標 

２ 施設マネジメントの推進 

    市有施設全体の最適化、長寿命化及び更新コストの平準化を図り、将来に

わたり安定的に行政サービスを提供するため、施設マネジメントを推進しま

す。 

そのために、施設マネジメントアクションプランを着実に実行するととも

に、部局横断による課題検討や官民対話（財産有効活用民間提案制度、サウ

ンディング型市場調査など）の実施にも取り組みます。 

  また、利用しなくなった財産の売却や、空きスペースのある財産の貸付な

ど一層の利活用を図ります。 

 

 

 

 

 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜事例＞財産有効活用民間提案制度による官民対話を経て、 

活用されている旧国見公民館（現：くにみクラゲ公民館） 

 

≪財産有効活用民間提案制度の流れ≫ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

部局横断による施設マネジメントの実施 

官民対話の対象施設  :  3施設 
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組織目標Ⅲ 入札契約における透明性・公正性の向上及び効率的な行政運営を行うため、入札      

      契約制度の改善に取り組みます 

  

行動目標 SDGs指標 

３ 入札契約制度の改善 ＤＸ 

入札参加者の負担軽減や利便性向上、事務効率化を図るため、自治体ＤＸ

を推進するとともに、入札契約に係る手続き及びその運用の改善を進めま

す。 

そのため、入札参加資格申請のオンライン化に続き、令和 5年度からの電

子契約サービスの導入に向けた環境整備に取り組みます。 

また、事後審査型入札については、対象を建設工事に加え、業務委託にも

拡大します。 

 

 

 

 

            

 

 
 
 
 
 
 
 
 
     

  
電子契約サービス対象事業者の選定  ：  2月 

事後審査型入札の対象拡大      ： 10月 
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組織目標Ⅳ 市税等収納率の維持・向上に向けた取組を推進します 

 

  

行動目標 SDGs指標 

４ 市税等収納率の維持・向上 

    租税負担の公平性を保つとともに、財政運営の根幹をなす市税等の収入を

安定的に確保するため、納税勧奨や指導を効果的かつ迅速に実施します。 

  滞納処分については、コロナ禍の影響による納税資力の変化を見極めなが

ら積極的に進め、市税等収納率の維持・向上に努めます。 

また、電子納税の拡充など納税者の利便性向上を図るとともに、費用対効

果が高まるよう収納事務の改善に取り組みます。 

 

 

 

 

※収納率（収入額/調定額） 

 

 

 
 

  

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

市税 現年課税分収納率※ ： 99.5%(3年度見込み)→99.5％以上(4年度) 

国民健康保険税 現年課税分収納率※： 95.6%(3年度見込み)→96.0％(4年度) 
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